












































































































































































































































































































長崎 大浦 二佐 浦上 東長崎 計
路上の放置自動車台数
@　（撤去台数）
724 88 57 118 217 1204
その他（剛1卜空地・
梼ﾔ場等）の流出台数
92 26 11 58 177 364





































































































































































































































































施設名 件数 施設名 件数
電気設備 36 エレベーター 19
防災設備 25 店舗 1i
空調設備 32 倉庫 17
機械・ボイラー 25 駐車場 8
医療設備 2 その他 4
排水ポンプ 36
表一21冠水に対して，特に弱かった施設は
　　　　　　　　　　　　　　　　　（有回答数30）
1．電気機器（モーター，リレー）
2．配電盤，受電盤
3．ガラス，シャッター
4．コンピューター回線
設　備　名
無人局24局
東長崎局
無人局7局
長崎局
対
16（30）
15（29）
6（30）
3（3）
策
蓄電池の18時間から36時間へ増加
150KVAの発電機を設置
可搬型ディーゼル発電機を設置
150KVAの移動電源車を配備
（）の数字は該当数
たことを述べる7）．地下階の用途は表一20か年おりで，
電気，空調および排水設備をおいた建物が多い．41件
の建物にうち，70．8％が2．Om以上の水没に近い侵水
を受けた．冠水が10cm程度で被害をほとんど受けな
かった建物はわずか2件にすぎない．表一21は特に冠
水に弱かった機器名を挙げたもので，特に電気系統（リ
レー，メーター，モーターなど）が多い．復旧におい
ても電気設備が使用不能で，取り替えの割合が高い．
これに対して，機械系統は分解，水洗い，乾燥によっ
46 昭和57年7月長崎豪雨による都市水害の復旧調査
表一22　復旧に時間がかかった設備　　（有回答数30）
1．配電盤，受電盤
2．自家発電機，冷凍機
3．エレベーター
4．配管ダクト，貯水タンク
15（30）
16（25）
9（19）
7（15）
（）の数字は該当数
表一23　地下階はいつ頃完全復旧しましたか
　　　　　　　　　　　　　　　　　（有回答数37）
1．1週間以内
2．2週間以内
3．1ヶ月以内
4．2ヶ月以内
5．4ケ月以内
6．4ヶ月以上
21．6％
5．4％
29．8％
8．1％
21．6％
13．5％
て再利用できた部分が多い．表一22に復旧に時間を要
した設備名を示す．ここでも電気系統が復旧のネック
となっている．二一23に示すように復旧までにがかっ
た時間を調べてみると復旧までに1ケ月程度かかった
建物が77％を占める．4ケ月以上35．1％，それ以上
13．5％を要している。このように，建物付属設備の復
旧には時間を要するのでその結果，業務再開も遅れる
ことになる．したがって休業による間接被害も大きく
なる特徴をもつ．
ともあって，防災意識が高まったことを反映している．
新しく導入された防水対策の具体的内容を表一25に示
す．地下階にあった設備のうち，主として受配電設備
を「建物上層階へ分散もしくは全部移転したこと」を
除けば地下階に建物付属設備を配置したまま防水対策
を考えている．防水対策は地下階への水の侵入口をな
くすもので，具体的には水の侵入口（玄関，地下のス
ロープに防水板を設置し，ドアを防水扉にし，ドライ
エリア側に防水壁の施工およびかさ上げをするもので
ある．この防水板，防水扉はすでに異常潮位対策用防
潮用としてアルミサッシ業者によって商品化されてい
るものを転用したものである。また，万一，地下階へ
潜水した場合でも，ある程度対応できるように排水ポ
ンプを増設している．防水対策の取り組みを業種別に
調べると銀行，病院のように業務がほとんど電化して
いるところでは新たな防水対策を導入した割合が高
い．なお，水に弱い電気設備を地下階へ移転できない
表一24　水害後の本復旧について
表一26電気設備を地上階へ移転できない理由
　　　　　　　　　　（有回答数25　複数回答有り）
1．場所が確保できない
2．多額の費用がかかる
3．設備の重量および建物の構造上の問題
4．振動，騒音の問題（病院）
64。0％
56．0％
8．0％
8．0％
（有回答数39）
41．0％
59．0％
表一27　水害後，新たに設備に保険を掛けていますか
　　　　　　　　　　　　　　　　　（有回答数39）
1．現状復旧
2．現状復旧後，新たな防水対策導入
1．掛けている
2。i掛けていない
25．6％
74．4％
表一25　水害後，新しく導入した防水対策
　　　　　　　　　　（有回答数23　複数回答有り）
1．排水ポンプの増設
2．地下設備の上層階への分散
3．防水板の導入
4．水密性扉の導入
5．防水壁の施工，およびかさ上げ
6．その他
26．1％
30．4％
47．8％
21．7％
26．0％
8．6％
　本復旧にあたっては，表一24に示すように半数以上
の57％が現状復旧にとどまらず新たな防水対策を導入
している．水害による直接，間接被害が大きかったこ
理由を尋ねた結果を三一26に示す．重量が大きく，し
かも騒音の問題がある設備を地上階に移転することは
「場所の確保」，「工事費の問題」などから無理のよう
である．このことは建物の計画段階から検討すべきこ
とを示唆するものである．なお，水害後各種の防災対
策を導入しているが抜本的な対策を取り入れた建物は
少ない．このために設備に風水害特約つきの保険を掛
けることが見直され，25．6％が加入している．
5．まとめ
　長崎市には，近年洪水による被害がなかったことも
あって都市施設に水防災がなされていなかった．自動
化された現代の都市施設のもつ脆さがはからずも現わ
れたといえるであろう．
　水害を経験して，冠水，流失に対応できるような
高橋和雄・伊勢田哲也・吉次俊博 47
ハード面の防災対策および1青報収集，伝達，職員の動
員体制などソフト面についてもいくつかの改善が見受
けられた．電力施設，都市ガスなどのライフラインに
はその復旧に進歩が見受けられるが，一般には，対症
療法的な側面が強い．現在進行中の道路，河川および
ダムの改修にまっところも大きい．また，被災を想定
した都市施設全体の評価しておくことが，あいろをつ
くらない街造りの基本である．これらについての検討
も大切である，
　本調査にあたっては，数多くの機関の担当者の協力
を得たことを付記する．特に，東京大学工学部高橋裕
教授には，有益な助言を頂いたことを感謝いたします．
また，本調査を行うにあたり，昭和57，58，59，60年
度の文部省の自然災害科学特別研究科学研究費，昭和
59年度の国際交通安全学会研究助成金，ならびに日本
損害保険協会リスク管理部の調査費を使用したことを
付記する．
　　　　　　　　　参考文献
1）高橋和雄，岡林隆敏：都市災害，昭和57年7月長
崎豪雨による災害の調査報告書（長崎大学学術調査
団），PP．91－110，1982年11月
2）中垣光弘：長崎水害における国道34号線の災害と
復旧，土木施工，24巻14号，pp．233～242，1983年11
月
3）長崎県：7．23長崎大水害の記録，pp．351～365，
1984年3月
4）高橋和雄：昭和57年7．月長崎豪雨時の路線バスの
運転手の行動・判断，自然災害科学，4－2，pp．56
－68，1985年1月12月
5）高橋和雄，池田虎彦：昭和57年7月長崎豪雨によ
る自動車の被害と防災対策，土木学会論文集，第353
号／IV－2，　pp．149～158，1985年1月
6）JAF　USER　TEST「水深40cm，距離50mの冠水路
は渡り切れるか」，私のくるま，pp．10～15，1984年
9月
7）西部ガス：長崎大水害と都市ガスの復旧の記録，
1983年3月
